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本⽇のテーマ

【年次業務】
固定資産



都度業務③年次業務年次業務

⽉次業務①⽇次業務⽇次業務

経理部の仕事分類
▸⼤きく分けると4つに分類される。

ü 現⾦・預⾦の管理
ü 経費精算
ü 領収書等管理
ü 請求書・領収書の作成
ü 伝票⼊⼒
l 勤怠管理・有給休暇管理

► 毎⽇やる定型業務 ► 毎⽉やる定型業務

► 毎年やる定型業務 ► 発⽣の都度実施する業務

l 給与計算・残業代計算
l 社会保険料等の徴収・納付
l 所得税・住⺠税の徴収・納付
l 売掛⾦・買掛⾦等の管理
l ⽉次決算

l 社会保険料・労働保険料の更新
l 年末調整
ü 償却資産税の申告
ü 固定資産
ü 年次決算
ü 税務申告・中間納付
p 株主総会

l 賞与の⽀払い
l 従業員の採⽤、退職⼿続き
ü 税務調査

ü 経理系の業務
l ⼈事系の業務
p 総務系の業務



本⽇のポイント
▸以下を学習する

① 固定資産台帳の作成
② 減価償却費の計上
③ 減価償却費の特例



固定資産台帳の作成



（1）固定資産台帳の作成

固定資産の購⼊

or

会計
システム

固定資産台帳への登録
（⽇次業務）

Excel



【参考】固定資産台帳のサンプル

登録する固定資産の例
① 有形固定資産（建物、⼯具器具備品など）
② 無形固定資産（ソフトウェアなど）
③ 繰延資産（開業費や共同施設負担⾦など）



（1）固定資産台帳の作成
▸固定資産台帳は減価償却費の計算と償却資産税の申告にも使⽤される。

固定資産の購⼊

or

会計
システム

固定資産台帳への登録
（⽇次業務）

Excel

償却資産税の申告
（年次業務）

減価償却費の計算
（年次業務）

経理実務講座
第16回⽬参照



減価償却費の計上



（2）減価償却費の計上
▸実務上、税法の減価償却計算に合わせて会計上も計算を実施する。

100
万
円

150
万
円

税務上認められている
減価償却費の限度額

会計上の減価償却費

50
万
円

税務申告時に
50万円を調整する



（2）減価償却費の計上
▸実務上、税法の減価償却計算に合わせて会計上も計算を実施する。

100
万
円

100
万
円

税務上認められている
減価償却費の限度額

会計上の減価償却費

税務上の
計算に合わせること

が多い



（2）減価償却費の計上
▸税法で認められる償却⽅法は資産の種類と取得⽇によって決定される。

取得した⽇ 建物

平成10年3⽉31⽇以前 旧定率法
平成10年4⽉1⽇以降
平成19年3⽉31⽇以前 旧定額法

旧定率法

平成19年4⽉1⽇以降
平成24年3⽉31⽇以前

定額法平成24年4⽉1⽇以降
平成28年3⽉31⽇以前

平成28年4⽉1⽇以降

定額法250%定率法

200%定率法

定額法 200%定率法

建物付属設備
構築物

それ以外の
有形固定資産 無形固定資産



（2）減価償却費の計上
▸償却⽅法ごとの計算⽅法

取得原価×償却率（1／耐⽤年数）定額法
減価償却費

旧定額法
取得原価× 0.9 ×償却率（1／耐⽤年数）

※償却限度額（取得原価×95%）まで達した後は
減価償却費＝（取得原価 − 償却限度額）÷5年

200%定率法 期⾸帳簿価額×償却率（償却率表参照）
250%定率法 ※減価償却費＜償却保証額（取得原価×保証率）の場合

減価償却費＝改定取得原価×改定償却率

旧定率法
期⾸帳簿価額×償却率（償却率表参照）

※償却限度額（取得原価×95%）まで達した後は
減価償却費＝（取得原価 − 償却限度額）÷5年



【参考】減価償却資産の償却率

国税HP︓https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/pdf/2100_02.pdf



【参考】資産の耐⽤年数表

国税HP︓https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/pdf/2100_02.pdf



（2）減価償却費の計上
▸定額法の計算例
▸（数値例）取得原価︓1,000,000 耐⽤年数︓10年（償却率︓0.1）

年数 期⾸帳簿価額 減価償却費 期末帳簿価額
1 1,000,000 100,000 900,000
2 900,000 100,000 800,000
3 800,000 100,000 700,000
4 700,000 100,000 600,000
5 600,000 100,000 500,000
6 500,000 100,000 400,000
7 400,000 100,000 300,000
8 300,000 100,000 200,000
9 200,000 100,000 100,000
10 100,000 99,999 1 備忘価額1円を残す

定額法

取得原価×償却率



（2）減価償却費の計上
▸旧定額法の計算例
▸（数値例）取得原価︓1,000,000 耐⽤年数︓10年（償却率︓0.1）

備忘価額1円を残す

年数 期⾸帳簿価額 減価償却費 期末帳簿価額
1 1,000,000 90,000 910,000
2 910,000 90,000 820,000
3 820,000 90,000 730,000
4 730,000 90,000 640,000
5 640,000 90,000 550,000
6 550,000 90,000 460,000
7 460,000 90,000 370,000
8 370,000 90,000 280,000
9 280,000 90,000 190,000
10 190,000 90,000 100,000
11 100,000 50,000 50,000
12 50,000 10,000 40,000
13 40,000 10,000 30,000
14 30,000 10,000 20,000
15 20,000 10,000 10,000
16 10,000 9,999 1

そのままだと償却限度額を超えてしまうので
償却限度額まで減額

残りを5年にわたって償却

償却限度額
(取得原価×95%) 950,000

旧定額法

取得原価×0.9×償却率



（2）減価償却費の計上
▸200%定率法の計算例
▸（数値例）取得原価︓1,000,000 耐⽤年数︓10年（償却率︓0.2）

200％定率法

年数 期⾸帳簿価額 減価償却費 期末帳簿価額

1 1,000,000 200,000 800,000

2 800,000 160,000 640,000

3 640,000 128,000 512,000

4 512,000 102,400 409,600

5 409,600 81,920 327,680

6 327,680 65,536 262,144

7 262,144 65,536 196,608

8 196,608 65,536 131,072

9 131,072 65,536 65,536

10 65,536 65,535 1

償却保証額
（保証率:0.06552） 65,520

そのままだと償却率＜償却保証額となるので期
⾸帳簿価額262,144が改定取得原価となる

備忘価額1円を残す

改定取得原価 × 改定償却率

改定償却率 0.25

期⾸帳簿価額×償却率



（2）減価償却費の計上
▸250%定率法の計算例
▸（数値例）取得原価︓1,000,000 耐⽤年数︓10年（償却率︓0.25）

250％定率法

償却保証額
（保証率:0.04448） 44,480

そのままだと償却率＜償却保証額となるので期
⾸帳簿価額133,484が改定取得原価となる

備忘価額1円を残す
改定取得原価 × 改定償却率

改定償却率 0.334

年数 期⾸帳簿価額 減価償却費 期末帳簿価額

1 1,000,000 250,000 750,000

2 750,000 187,500 562,500

3 562,500 140,625 421,875

4 421,875 105,469 316,406

5 316,406 79,102 237,305

6 237,305 59,326 177,979

7 177,979 44,495 133,484

8 133,484 44,583 88,901

9 88,901 44,583 44,317

10 44,317 44,316 1

期⾸帳簿価額×償却率



（2）減価償却費の計上
▸旧定率法の計算例
▸（数値例）取得原価︓1,000,000 耐⽤年数︓10年（償却率︓0.206）

備忘価額1円を残す

そのままだと償却限度額を超えてしまうので
償却限度額まで減額

残りを5年にわたって償却

償却限度額
(取得原価×95%) 950,000

旧定率法

年数 期⾸帳簿価額 減価償却費 期末帳簿価額

1 1,000,000 206,000 794,000

2 794,000 163,564 630,436

3 630,436 129,870 500,566

4 500,566 103,117 397,450

5 397,450 81,875 315,575

6 315,575 65,008 250,567

7 250,567 51,617 198,950

8 198,950 40,984 157,966

9 157,966 32,541 125,425

10 125,425 25,838 99,588

11 99,588 20,515 79,073

12 79,073 16,289 62,784

13 62,784 12,784 50,000

14 50,000 10,000 40,000

15 40,000 10,000 30,000

16 30,000 10,000 20,000

17 20,000 10,000 10,000

18 10,000 9,999 1

期⾸帳簿価額×償却率



減価償却費の特例



30万円
未満

（3）減価償却費の特例
▸取得価額が少額な場合には、簡便的に処理することが可能。

20万円
未満

少額減価償却資産として全額経費計上可能
※固定資産台帳への登録不要

⼀括償却資産として⼀律3年間で減価償却可能
※事業年度ごとにすべてまとめて固定資産台帳へ登録

中⼩少額減価償却資産として全額経費計上可能
※中⼩企業のみ適⽤可能
※年間合計で300万円以内
※固定資産台帳に登録

10万円
未満



【参考】中⼩企業の定義

資本⾦の額 or
常時使⽤する
従業員の数

⼩売業 5,000万円以下

or

50⼈以下

サービス業 5,000万円以下 100⼈以下

卸売業 1億円以下 100⼈以下

その他の業種 3億円以下 300⼈以下



本⽇はこれまで︕



再計算してみよう


